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新たな災害対策の取り組み状況
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1 はじめに

東日本大震災では、通信設備の損壊・水没などといった地震・津波
による直接的な被害に加えて、地震による光ファイバーなどの伝送路
の切断、長時間の停電による非常用電源（バッテリー）の枯渇など、こ
れまでにない大きな影響を受けました。

以上のような東日本大震災の教訓を踏まえ、
○重要エリアの通信の確保
○被災エリアへの迅速な対応
○災害時におけるお客様の更なる利便性向上

を目的とした、「新たな災害対策」を２０１１年４月に策定し実行してま
いりましたが、このたび、一連の取り組みについて概ね完了致しました。
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2 新たな災害対策

①災害時における通信確保のために大ゾーン方式基地局を
全国に設置（１０４ヶ所）

⇒ 人口の約３５％をカバー

②都道府県庁、市区町村役場等の通信を確保するため、
基地局の無停電化、バッテリーの２４時間化を推進
（約１,９００局）

⇒ 人口の約６５％をカバー、災害拠点病院の約５０％

③衛星携帯電話の即時提供による避難所等の通信確保
（３,０００台）

④ 衛星システムを活用したエリアの早期構築
・衛星エントランス基地局の増設

（車載型：１９台に倍増、可搬型：新規２４台）

⑤ マイクロエントランス回線を活用した機動的なエリア構築
・非常用マイクロ設備の配備（１００区間）

⑥ 災害時に強いパケット通信を活用した
「災害用音声お届けサービス」の開発

⑦ 復旧エリアマップの拡充

⑧ 操作性向上の為、災害用伝言板の音声ガイダンス対応

⑨ エリアメールの更なる活用（津波警報への拡大等）
⑩ ＳＮＳ等との連携によるＩＣＴ活用の更なる推進

災害時における
お客様の更なる

利便性向上

重要エリアにおける
通信の確保

被災エリアへの
迅速な対応

人口密集地及び行政機関の
通信を確保
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3 新たな災害対策の内訳

概 要
対策費

（設備投資）

重要エリアの通信の確保
① 大ゾーン基地局の設置 ５０億円

② 無停電化、バッテリー２４時間化 １３０億円

被災エリアへの迅速な対応

③ 衛星携帯電話の充実 １億円

④ 衛星エントランス回線の充実 ６億円

⑤ 非常用マイクロエントランス設備の配備 ３億円

災害時におけるお客様の更
なる利便性向上

⑥ 災害時音声メッセージサービスの提供

１０億円

⑦ 復旧エリアマップの改善

⑧ 災害用伝言板の音声ガイダンス対応

⑨ エリアメールの更なる活用

⑩ ＳＮＳ等との連携によるＩＣＴ活用の更なる推進

合 計 ２００億円
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4

取り組み施策

大ゾーン基地局の設置

基地局の
無停電化

基地局の
バッテリー２４時間化

衛星携帯電話の
即時提供

災害用音声お届けサービス

復旧エリアマップの拡充

新たな災害対策の進捗状況

・新たな災害対策は、２０１２年２月末で全施策が概ね完了

３月末１２月末６月末４月 ９月末

完了

２０１２年２月末で全１０４局の設置完了予定

２０１２年２月末で約１,０００局概ね完了

２０１２年２月末で約１，０００台確保（全３,０００台の早期配備完了に向けて取り組む）

可搬型

２０１１年９月末で可搬型全２４台、 ２０１２年１月末で車載型全９台の配備完了

２０１１年９月末で全１００区間の配備完了

完了

完了

国や地方公共団体が配信する際の
利用料金の無料化（７月１日～）

完了

車載型

完了

完了

２０１２年３月１日より提供開始予定

２０１１年６月末で約７００局が完了

完了

非常用マイクロエントランス
回線設備の充実

エリアメールの更なる活用

衛星システムの充実

更なる迅速化・視認性向上ＨＰ提供の迅速化 完了 完了

完
了

ＳＮＳ等との連携による
ＩＣＴ活用

災害伝言板サービスの
音声ガイダンス対応

完
了

概
ね
完
了

概
ね
完
了

完
了

完
了

完
了

完
了

完
了

完
了

完
了

完了夏モデルの一部機種より開始

①

②－１

②－２

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

津波警報への
対応開始

（２０１２年２月末：約７２０局）

２０１１年 ２０１２年
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5 大ゾーン基地局の設置①

・広域災害・停電時に人口密集地の通信を確保するため、通常の基地局とは別
に、大ゾーン基地局を２０１２年２月末で全国に設置完了（１０４ヶ所）

・都道府県毎に概ね２ヶ所（東京は６ヶ所、大阪は４ヶ所）

半径約７Ｋｍをカバー
※一般の基地局カバー範囲は半径数100ｍ～数ｋｍ

停
電

停
電

停
電

無線伝送路

損壊

有線伝送路

回線断

人口密集地
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6 大ゾーン基地局の設置②

・北海道：２０１１年１２月完了 東北：２０１２年２月完了 北陸：２０１２年１月完了

【北海道地区 ３局】

【北陸地区 ６局】

釧路市札幌市

【東北地区 １２局】

青森市 盛岡市

秋田市

仙台市

鶴岡市

福島市

奥州市

高岡市白山市

金沢市 福井市

越前市

富山市

いわき市石巻市

横手市山形市

八戸市旭川市
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7 大ゾーン基地局の設置③

・関東甲信越：２０１２年２月完了

【関東甲信越地区 ２５局】

甲斐市甲府市つくば市

港区 港区

川崎市

高崎市前橋市小山市宇都宮市

さいたま市船橋市千葉市相模原市 水戸市川口市

墨田区渋谷区千代田区 横浜市立川市

２月末設置完了予定
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8 大ゾーン基地局の設置④

・東海地区：２０１１年１１月完了 関西地区：２０１２年１月完了

【東海地区 １０局】

大阪市

沼津市静岡市松本市長野市 名古屋市

掛川市

浜松市

岐阜市

豊橋市

長岡市新潟市 四日市市津市大垣市

【関西地区 １４局】

大阪市 大阪市 京都市 奈良市福知山市堺市

【関東甲信越地区 ２５局】
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9 大ゾーン基地局の設置⑤

・中国地区：２０１２年１月完了 四国地区：２０１１年１１月完了

【関西地区 １４局】 【中国地区 １０局】

田辺市和歌山市長浜市 高松市

福山市広島市神戸市大和高田市 鳥取市倉敷市岡山市

出雲市米子市大津市姫路市 下関市山口市松江市

【四国地区 ８局】

松山市善通寺市 新居浜市
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10 大ゾーン基地局の設置⑥

・九州地区：２０１２年１月完了

【九州地区 １６局】

佐世保市長崎市

久留米市

佐賀市

沖縄市那覇市

鳴門市徳島市

熊本市

北九州市福岡市

宮崎市

別府市八代市

霧島市鹿児島市都城市

【四国地区 ８局】

大分市

高知市 香美市
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11 基地局の無停電化・バッテリーによる２４時間化

都道府県庁、市区町村役場等の重要エリアの通信を確保する対策は２月末で概ね完了

・エンジンによる無停電化は２０１１年６月末で概ね対策完了（２０１２年２月末：約７２０局、完了率：約９９％）

・バッテリー２４時間化は２０１２年２月末で概ね対策完了（２月末：約１，０００局、完了率：約８７％）

バッテリー２４時間化

２０１２年２月末で概ね対策を完了
（２月末：約１，０００局）

エンジンによる無停電化

無線伝送路

都道府県庁
市区町村役場等

エンジン

２０１１年６月末で概ね対策を完了
（２月末：約７２０局）

無線伝送路

都道府県庁
市区町村役場等

バッテリー

（エンジン） （バッテリー収容箱） （バッテリー）
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12

基
礎
工
事

（
養
生
・
基
礎
設
置
等
）

完
成

（
消
防
法
検
査
後
）

バッテリーによる２４時間化①

バッテリーを設置するまでの代表的な流れ（設計から完成まで：約４～６ヶ月）

必
要
な
バ
ッ
テ
リ
ー
容
量
を
検
討

（
物
品
選
定
・
構
造
・配
置
・
法
申
請
等
）

バ
ッ
テ
リ
ー
搬
入

（
函
組
立
・搬
入
等
）

バ
ッ
テ
リ
ー
設
置

（
設
置
・
配
線
・
受
電
切
替
・
試
験
等
）

【基礎設置前】

【基礎設置後】

【バッテリー
設置後】

約３～５ヶ月間 約２週間 約１週間 約１週間

設計／コンサル 施工

【バッテリー搬入中】
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13 バッテリーによる２４時間化②

パターン①
（空きスペースへのバッテリー追加）

パターン②
（バッテリー収容函の設置）

（
追
加
前
）

（
追
加
後
）

追加バッテリー追加バッテリー

バッテリー収容函

バッテリー収容函
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14 バッテリーによる２４時間化③

中国：仁多三成

東海：度会東
中国：岩国山手

九州：北九州（新吉富村）九州：馬水

中国：野高

基地局の設置場所やスペースに応じてバッテリーを追加
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15

避難所

避難所

避難所

５～１０セット

・・・・・

衛星携帯電話の即時提供

・発災後速やかに衛星携帯電話を避難所等に提供し、通信を即時確保
- 大規模災害に備えるため３，０００台を配備（現在約１，０００台配備済）

物流倉庫での保管状況

台風１２号・１５号時に提供全国の拠点に配備
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16 衛星・マイクロエントランスの充実①

・被災エリアの早期復旧を目的に、機動性に優れた衛星・マイクロ回線を活用
－衛星エントランス基地局の増設（車載型:１９台に倍増,可搬型:新規２４台）
－非常用のマイクロエントランス設備を配備（１００区間）
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17 衛星・マイクロエントランスの充実②

北海道

・車載型衛星エントランス基地局の増設
－既存の１０台に加え、今回新たに全国へ９台の増配備を実施

東北 中央 北陸

東海 関西 中国 四国 九州
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18 衛星・マイクロエントランスの充実③

・可搬型衛星エントランス基地局の配備
－２０１１年１１月２１日に実施した北海道支社での自衛隊ヘリへの

可搬型衛星エントランス基地局の搭載訓練模様

自衛隊ヘリ（外観）

搭載物品

訓練模様

小型収容箱
（衛星モデム／電源）

発電機

基地局装置

アンテナポール

可搬型パラボラ
（収納時）

可搬型パラボラ
（組立時）

パラボラアンテナ組立時
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19 災害用音声お届けサービス

災害により音声がつながりにくい時にデータ化した音声を届けることが可能
「災害用音声お届けサービス」を、２０１２年３月１日よりサービス提供開始

－２０１２年３月３１日まで体験サービス実施

災害用音声お届けサービス ＜サービス提供内容＞
・無料
・災害用伝言板と同時に提供開始
・全国で利用可能

音声通信
ネットワーク

発信規制

ふくそう

①音声発信

発信側

パケット通信
ネットワーク

着信側

音声メッセージ
（ファイル）

③音声メッセージファイルの送信

②「災害用音声
お届けサービス」
を利用し録音

⑤着信側で再生されたことを自動的に通知

無事です。
近くの小学校に
避難しています。

④音声メッセージ
ファイルを再生

声を聞くことが
できます！

無事です。
近くの小学校に
避難しています。
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20 復旧エリアマップの機能拡充

公開時間の短縮

復旧エリアマップ

機能拡充

視認性の向上

•２０１１年１２月２３日より、復旧エリアマップの機能拡充を実施し、
「公開時間の短縮」と「視認性の向上」を実現

各アイコンの表示・
非表示設定が可能

となりました。

注釈が表示される
ようになりました拡大・縮小の操

作が行いやすく
なりました。

Z12LD第515号

昭著第53G056号
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21 災害用伝言板サービスの音声ガイダンス対応

・災害用伝言板の「安否登録・確認」が容易にできるよう、操作を改善
-音声による操作説明のガイダンス
-アイコン表示、タッチパネルによる操作

・２０１１年夏モデル：一部機種より対応開始
・２０１２年冬春モデルのスマートフォン全機種でプリインストール対応

1) 災害用伝言板アプリの起動1) 災害用伝言板アプリの起動

安否状況を登録
したい場合は
「登録する」を、

…タッチしてください

伝えたい安否情報を
タッチしてください

登録

災害用伝言板
（サーバ）

確認

ご家族や友人の登録状況を
確認したい場合は

「確認する」を、
タッチしてください

2) 音声ガイダンスによる操作補助とアイコンタッチによる操作性向上2) 音声ガイダンスによる操作補助とアイコンタッチによる操作性向上

安否情報の登録 安否情報の確認

「災害用伝言板
（簡易版）」を選択

「災害用キット」
を選択（※）

※「しゃべってカンタン操作」をお使いの場合、音声入力による起動もできます。
「災害用伝言板アプリ」をお使いの場合は、アプリをアップデートすることで、「災害用キット」がご利用になれます。
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22

878
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過年度 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月

エリアメール契約自治体数(月末・累計)

エリアメールの更なる活用①

・気象庁が配信する「緊急地震速報」や、国・地方公共団体が配信する
「災害・避難情報」を受信可能
・２０１１年７月１日から、国や地方公共団体のシステム利用料金を無料化

○○市等
契約単位エリア

Aさん Bさん

通勤者

自治体

災害･避難情報

■導入済み自治体数：８７８（２０１２年２月１７日 現在）

７/１以降無料化



SLIDE No.

23 エリアメールの更なる活用②

・気象庁が発表する津波警報を、 ２０１２年２月２４日（金）より、気象庁が指定
する沿岸部の６６地域に対して、エリアメールを配信するサービスを開始

・提供サービスの概要

※２ 津波予報区 （気象庁ホームページ 津波予報区より引用） http://www.seisvol.kishou.go.jp/eq/index_t-yohokuinfo.html）
※１ 気象庁から津波警報のほかに、津波注意報や津波情報が発表されますが、エリアメール（津波警報）としては配信しません。

津波感知

津波警報が発表されたエリアに
一斉配信

気象庁

エリアメール
センター

他のエリアには
配信されない

エリアA

エリアB

専用着信音
でお知らせ

津波警報発表

沿岸部の方は直ちに
高台など安全な場所
へ避難して下さい（気
象庁）

受信イメージ

配信基準 気象庁が発表する津波警報（大津波・津波 ※１）
・大津波：予想される津波の高さが高いところで３ｍ程度以上となる場合に発表
・津波：予想される津波の高さが高いところで２ｍ程度となる場合に発表

配信エリア 津波警報が発表される際の沿岸部６６地域 ※２

配信コンテンツ 津波警報(大津波・津波)

対応機種 エリアメール対応機種(2007年11月以降発売)



SLIDE No.

24 Ｇｏｏｇｌｅ「パーソンファインダー」／ＳＮＳ等との連携によるＩＣＴ活用

・「災害用伝言板」にアクセスすると、Ｇｏｏｇｌｅ「パーソンファインダー」に登録
された安否情報の確認が可能に

・「ｄメニュー・ｉＭｅｎｕ」ＴＯＰページに、公共機関・報道機関等のＴｗｉｔｔｅｒ
アカウントを一覧表示し、災害関連情報の収集を簡易化

対応時期：２０１２年３月末 ２０１２年２月対応済

画面は、イメージです。提供時は、異なる場合があります。

Ｇｏｏｇｌｅ「パーソンファインダー」との連携 Ｔｗｉｔｔｅｒ社との連携



SLIDE No.

25

西日本
（関西・九州）

首都圏

ＩＳＰ ＩＳＰ
インター
ネット

コアＮＷ

西日本へ分散

パケット通信プラット
フォーム（スマートフォン）

＜バックアップ＞

全国顧客情報
管理システム

＜バックアップ＞

パケット通信プラット
フォーム（スマートフォン）

＜メイン＞

災害対策の更なる推進

•通信ネットワークの安全性・信頼性向上のための取り組みを継続

重要施設の分散化 グリーン基地局への取組み

・ 首都直下型地震を想定し、
首都圏に集中度の高い重要設備について
２０１２年度までに関西・九州へ早期に分散

お客様向けサービスの継続提供に

最低限必要な重要設備を東西に分散

・ソーラーパネル、リチウムイオン電池の導入

・高効率な直流（ＤＣ)統合制御

・基地局バッテリー情報を利用した延命/運用

・ソーラーパネルによる商用電力削減

・夜間電力活用によるピークシフト

電
源
確
保

省
電
力
化

その他災害対策への取組み

見
え
る
化

・基地局装置電流値の把握

・バッテリー情報を収集可能な基盤の整備

グ
リ
ー
ン
電
力
制
御
技
術

・東北復興新生支援室の設置（２０１１年１２月１日）

・ＢＣＰを含めた災害対策マニュアルの見直し

・総合防災訓練、情報伝達訓練の実施

・指定公共機関として自衛隊など外部機関との連携強化


